
令和6（2024）年6月14日
税務部市民税課

税額単位：千円

営業種別区分 課税法人数 合計税額 １社当税額

全体 11,418 16,244,834 1,423

1 製造業 1,094 4,204,607 3,843  ①

2 卸売業、小売業 2,885 3,949,677 1,369

3 サービス業（他に分類されないもの） 2,083 1,651,375 793

4 建設業 2,119 1,279,158 604

5 不動産業、物品賃貸業 963 1,183,172 1,229

6 医療、福祉 452 806,182 1,784

7 運輸業、郵便業 353 803,433 2,276

8 電気・ガス・熱供給・水道業 247 689,894 2,793  ②

9 金融業、保険業 250 656,086 2,624  ③

10 宿泊業、飲食サービス業 540 545,642 1,010

11 情報通信業 134 346,916 2,589

12 農業、林業 83 52,206 629

13 教育、学習支援業 103 47,817 464

14 その他 112 28,670 256

※　合計税額とは、法人市民税、事業所税、固定資産税（都市計画税含む）の合計
　　ただし、固定資産税（都市計画税含む）については、市内に事務所等のない法人は含まない
※　１社当税額は、合計税額を課税法人数で除して算出
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